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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
（参考）
・「ビジネスと人権」については、令和４年９月に経済産業省を中心に「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」が策定されましたが、食品企業から「何から取り組めばよいかわからない」といった声があり、食品企業（特に中小企業）が実際に取り組めるよう、ガイドラインをベースに、具体例を盛り込むなどした「食品企業向け人権尊重のための手引き」を昨年12月に作成・公表しました。
・手引き作成後は、今月、手引きの紹介と、実際に取り組んでいる企業の取組を紹介するセミナーを開催しました。セミナーの動画は後日、リンク先の農水省HPに掲載する予定ですので、セミナーに参加されなかった方もぜひご覧いただければと思います。
・また、令和６年度も、セミナーや事例収集、業界ごとの取組支援を行う予定です。
・手引きの構成としては、まず、「手引きの経緯、目的」、「なぜ人権尊重に取り組む必要があるのか」、「取り組む上での考え方」を整理し、企業の方々の取り組んでいただく意欲を高めた上で、具体的に取り組む内容として、人権方針の策定、人権DD、救済を説明しています。
・また、別添１で、食品産業において、特に重要と思われるリスクをいくつかピックアップし、意識すべきポイントを詳しく説明し、別添２は、負の影響の特定・評価を行う際に使える様式を掲載しています。
・それから、参考資料編では、別添１で取り上げたリスクを中心に、背景やデータ等より詳しい情報を掲載しております。



3-4.7i B XA - BmEFRFERICAI 2R

[(®f 7 FEFRERRER 104 (60) HHMA]

[ <HEDORAY N>

<BRBE>

O BmECHI3FHr et CERBUEMARMBEIZEORIR (100% [HH126EFT] )
O BWKEY) BmOmEBEAOILA (2J8M [HH7FFT] . 5I8M [HM1246FT] )

BN CEBNEITIDERMERZDCIYATTEUTRE (RIR. AME. RE) FOMRT— Ry ZEOBAMOERCL2MBEOBIHCHT,
EREZEOSPRERSOES (CLIRERRROIRET RUHRORA ., REBIEDRAE PRADEEDZIEZI TV,

\ O JT—RFyIEaERULHTRER-- Y- 20BIHE -/
<BEORBE> <BEAAXA-Y>
1. YAFFEUT(BEARRT IB R 51 (-) &AM BATFEUTRECBI SBERESDS —
ALkl
B TRBNETTSRRELEHCEYATFEUT (IR (TIE. A % | 72471 BRESHEI N g
#) SOVT SRS TBHTABIRUVERRORNPNROME | |~ T e SR B
ZxRBLH, LT OEBETVES, A ENBIRTIINBIRD || szm. |2
gﬁjﬁ;.%%;j@;gg Eﬁgégi%mﬁﬁ (CHBDIEZEDEEHEE W=V Rk D BRI f@@% % 5
QORI RIS 35E ) PEEY a2
— ( N
2. J— FT“JOﬁ;&%* 46 (50) EEH ] %?i%ﬂ\:ﬁ@ﬁzj_—?;tuj_—f fE%FEﬁ@ETJLﬁS%UO) ;}?r E%
OI-FrvIERRZESDES SRAEZOMIEHEE DR FoRk - SEENE TE

J-RryIBE R, B, IRER. TSNS E I ERBBRRDEESE
(CLD. T—RFYIFDOFELIMTCOVT, BEAMIET ORBEMFROEIREEE-
RO IEESZITVET,
@I—RFYIESRAKEIEE
BmBEEZ(CLD. J-RvIESZERAULEIRAETIVOSREEN, EIEOHK
ROEREFAZES LD DRIHREEFOEEZIELE Y,
3. MTEROEFIFEELERE 7 (9) BHH
BRI EORENBIROTAD—7yT0, I OREF Oz QIR
DEEPIHERORMESZHELET .
<FEROFHEN>
&5t wB (EE)
REEAE

(1. 20. 30%%)

FEFR. 1/2

—

i

—

REEAF

EEEAHE (2005

[BREIVEDE]

/ SSEEDERFRS]
J- K7y EERLE o

ESRREFILOEE
REASEHERAVE

=

ER&RO

- SEFIBEOIUAS

T

7 |

Fabd
[ —— - E;A: T
37— KTUSH— /1& ¢ (D’—«_&)(D*HDL;C“I_‘LT
ZEALENER 5 -
\ *#IJFB;‘:%E%@W#WBy Q I HESDRME /
{Ele&BFYTHLII

(10FE%) HEE - AREEISTE) I -T

(@ADEE Y
(3DEE)

(03-6744-2065)

HEE-EERIIL-T (03—6744—718i

BEmiEg

(03-6744-206


プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
（参考）
・「ビジネスと人権」については、令和４年９月に経済産業省を中心に「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」が策定されましたが、食品企業から「何から取り組めばよいかわからない」といった声があり、食品企業（特に中小企業）が実際に取り組めるよう、ガイドラインをベースに、具体例を盛り込むなどした「食品企業向け人権尊重のための手引き」を昨年12月に作成・公表しました。
・手引き作成後は、今月、手引きの紹介と、実際に取り組んでいる企業の取組を紹介するセミナーを開催しました。セミナーの動画は後日、リンク先の農水省HPに掲載する予定ですので、セミナーに参加されなかった方もぜひご覧いただければと思います。
・また、令和６年度も、セミナーや事例収集、業界ごとの取組支援を行う予定です。
・手引きの構成としては、まず、「手引きの経緯、目的」、「なぜ人権尊重に取り組む必要があるのか」、「取り組む上での考え方」を整理し、企業の方々の取り組んでいただく意欲を高めた上で、具体的に取り組む内容として、人権方針の策定、人権DD、救済を説明しています。
・また、別添１で、食品産業において、特に重要と思われるリスクをいくつかピックアップし、意識すべきポイントを詳しく説明し、別添２は、負の影響の特定・評価を行う際に使える様式を掲載しています。
・それから、参考資料編では、別添１で取り上げたリスクを中心に、背景やデータ等より詳しい情報を掲載しております。





